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第Ⅱ章 災害からの復旧・復興状況

１ 平成27年９月関東・東北豪雨等による被害及び支援の概要について

（１）概要

平成27年９月７日(月)午前３時に発生した台風第18号は、日本の南海上を北上し、

９月９日(水)午前10時過ぎに愛知県知多半島に上陸しました。台風や前線の影響で東

北から中国地方にかけての広い範囲で大雨となり、静岡県浜松市では９日(水)10時ま

での48時間雨量が297mmに達し、平年の９月１ヶ月分の雨量（248mm）を越えるなど東

海地方を中心に雨量が多くなっていました。

その後、台風第18号は日本海に進み、同日午後９時に温帯低気圧に変わりましたが、

南から湿った空気が流れ込んだ影響で、９日(水)から11日(金)にかけて関東地方と東

北地方では記録的な大雨となり、人的被害、住宅の損壊、停電、断水、農作物等の冠

水、道路通行不能等が各地で起こり、特に鬼怒川の堤防決壊に伴う氾濫によって、茨

城県常総市では市の３分の１が浸水する等、甚大な被害が発生しました。

本災害を激甚災害に指定し、併せて本災害に適用すべき措置を指定する政令が10月

６日に閣議決定され、10月７日に公布・施行されました。

茨城県常総市浸水状況

【提供：国土交通省関東地方整備局】

（２）気象状況

関東地方は、台風第18号によって刺激された秋雨前線により降り始めた降雨に加え、

その後に台風から変わった温帯低気圧と台風第17号の双方から暖かく湿った風が吹き

込み、「線状降水帯」と呼ばれる積乱雲が帯状に次々と発生する状況を招き、長時間

にわたって強い雨が降り続きました。
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この「線状降水帯」の影響を大きく受けた宮城、福島、茨城、栃木、埼玉県内の16

地点で最大24時間降水量の観測史上１位を更新しました。（関東農政局管内では、栃

木県日光市五十里地点で551mm、日光市今市地点で541mmを観測するなど８地点が更新）

なお、今回の大雨では９月10日(木)午前１時25分に栃木県、午前８時50分に茨城県

と相次いで大雨特別警報が発令され、重大な危険が差し迫った異常事態であり、命を

守る行動をとるよう気象庁より呼び掛けが行われました。

線状降水帯の発生状況（９月10日(木)午前０時時点）【気象庁データ】

線状降水帯の発生状況（９月10日(木)午前８時時点）【気象庁データ】
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最大24時間降水量の観測記録を更新した日光市五十里地点での降水量時系列図

（９月７日(月)から11日(金)） 【気象庁データ】

（３）農業被害の状況

関東・東北豪雨（台風第18号等による大雨に係る被害を含む）による関東農政局管内の

被害額は189億円です。

農作物等に係る被害額は半分の93億円にのぼり、うち農業用機械の流出・破損が、３分

の１を占めます。

鬼怒川の堤防決壊に伴う氾濫により、常総市周辺地域において農作物等が広範囲に

冠水、浸水、倒伏するなど、収穫期であった水稲、大豆等が大きな被害を受けました。

また、収穫後の保管米も浸水被害を受け、洪水による農業用機械の流出、破損なども

発生したことから、被害額は大きいものとなりました。

一方、鬼怒川以外にも河川堤防決壊、溢水が複数箇所で発生しており、栃木県内で

は一部の産地で育苗中のとちおとめ苗や定植直後の苗が冠水、流失し、定植する苗が

不足する事態となりましたが、関係機関の迅速な対応により、県内の被災を免れた地

域の農業団体や、東日本大震災の際、栃木県内から支援を受けた宮城県内の農業団体

からも、とちおとめ苗の支援提供があり、早期に営農再開することができました。

２ 平成27年９月関東・東北豪雨等における管内の農地・農業用施設等の復旧・復興状況

（１）関東農政局管内の農地・農業用施設等の被災状況

関東・東北豪雨等(台風第18号等豪雨)における関東農政局管内の農地・農業用施設

の被害は2,587か所、被害額は約96億円となっており、生活環境施設の被害が17か所、

被害額は約３億７千万円となっております。

県別の被害額は、茨城県が、農地・農業用施設で約45億円、生活環境施設で約３億

円、栃木県が農地・農業用施設で約47億円、生活環境施設で約７千万円となっており、

この２県での被害額は、全体の約96％に相当します。

※いずれも関東農政局防災課調べ
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【農地の各県別被害額一覧】

【農業施設の各県別被害額一覧】

（２）平成27年度の復旧・復興の状況

ア 農地・農業用施設等の災害復旧事業

農地・農業用施設等の災害復旧については、災害査定を11月より開始し、12月中

旬をもって、全ての箇所の災害査定を終了しています。

復旧については、査定前着工などを活用し順次、復旧に努めています。

（３）災害復旧に関しての関東農政局の支援

ア 農政局職員の現地への派遣(水土里派遣隊)

関東農政局では、９月10日以降、延べ86人の職員(関東農政局、土地改良技術事

務所、利根川水系土地改良調査管理事務所)を、茨城県・栃木県の被災地へ派遣し、

初期情報収集、技術支援(災害査定への助言や査定設計書作成支援)を実施しました。

また、被害のあった市町や関係土地改良区等へ、査定前着工制度の啓発を行いまし

た。
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イ 災害応急ポンプの貸出し(土地改良技術事務所より貸出し)

９月13日より順次貸出し要請があり、計19台のﾎﾟﾝﾌﾟを貸出しました。なお、関

東農政局としては、東海農政局より計20台のﾎﾟﾝﾌﾟを借り受け、要請に備えました。

被災状況及び復旧状況

【農地】

茨城県常総市_鬼怒川堤防決壊付近

栃木県鹿沼市_農地土砂流入 栃木県小山市_農地湛水状況

【農業用施設】

茨城県常総市_機場電気機器類被害状況 ポンプ施設被害状況
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栃木県日光市_農道法面及び水路崩壊状況 栃木県壬生町_農道法面及び水路崩壊状況

【応急仮復旧】

排水路決壊(森戸干拓) 応急復旧

【災害応急ポンプ貸出し】

鵠戸沼土地改良区貸出し状況(森戸干拓)
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３ ～食べて応援しよう！ 東日本大震災の被災地を応援～

農林水産省では、被災地産食品を積極的に消費することによって、産地の活力再生を

通じた被災地の復興を応援するため、多様な関係者間で一体感を醸成できるよう、フー

ド・アクション・ニッポンと連携し、共通のキャッチフレーズ「食べて応援しよう！」

の利用を呼びかけております。

関東においては、管内で実施した東日本大震災復興応援イベント「食べて応援しよ

う！」の取組を農林水産省本省のホームページで紹介しています。

（１）関東農政局管内における、これまでの取組

ア 給食事業者の東京ケータリング株式会社では、平成27年５月11日（月）～５月22

日（金）に横浜第２合同庁舎食堂において、被災地域の振興に向けた被災地産食品

の活用の一環として、福島県産米を使用した「ごはん」を提供しました。

＜食堂「きゃら亭」＞

イ 給食事業者の東京ケータリング株式会社では、平成27年10月13日（火）～11月13

日（金）に横浜第２合同庁舎食堂において、被災地域の振興に向けた被災地産食品

の活用の一環として、「福島県産新米ひとめぼれ」を使用した「ごはん」を提供し

ました。

＜福島県産新米ひとめぼれを使用したお弁当＞ ＜食堂「きゃら亭」＞

ウ 一般社団法人ヨコハマイチバでは、平成27年11月９日（月）～11月13日（金）、

平成 27年12月14日（月）～12月18日（金）に天王洲セントラルタワーキャナルガ

ーデンの居酒屋三陸食堂において、東日本大震災の復興に向けた被災地産食品の活

用の一環として、被災地産の食材を提供しました。

また、平成27年11月14日（土）及び平成27年12月19日（土）は、天王洲セントラ

ルタワーキャナルガーデンの三陸土曜市で被災地産食品を販売しました。
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＜三陸土曜市開催の様子＞ ＜居酒屋三陸食堂＞

エ 株式会社横浜ビール驛カフェ withふくしまカフェ、守りたい・子ども未来プロ

ジェクトでは、横浜アイランドタワーB１F驛（うまや）カフェにおいて、2014年９

月から、毎月第４木曜・金曜日に、福島復興応援企画として「ふくしま地酒BAR」

をOPENしています。

平成28年２月25日(木)、２月26日(金)、平成28年３月24日(木)、３月25日(金)に

「ふくしま地酒BAR」において福島県の日本酒と名産品を提供し、福島の今とあふ

れんばかりの魅力を、毎月「地酒とつまみ」を通して発信しています。

＜毎月第４木曜・金曜日、驛（うまや）カフェに、「ふくしま 地酒 BAR」がOPEN！＞
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４ 長野県北部地震(神城断層地震)における長野県の農地・農業用施設等の復旧状況

（１）長野県北部地震の概要

○発生日時：平成26年11月22日午後10時08分

○震源の深さ：５km

○地震の規模：マグニチュード 6.7

○各地の震度：震度６弱（長野市、小川村、小谷村）

震度５強（信濃町、白馬村）

震度５弱（大町市、飯綱町、小布施町等）

○農業関係被害額

・農水産物被害額：94,864千円

・農地及び農業用施設被害額：2,909,000千円 ※関東農政局防災課調べ
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※関東農政局防災課調べ

（２）農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関する法律（暫定法）の改正

災害復旧は暫定法に基づき行われており、災害発生後60日以内の災害復旧事業計画

概要書の提出等が規定されていますが、被災後の12月４日からの降雪が根雪となり現

地調査等が困難な状況となったことから、前例の無い提出期限の延伸を行うこととな

りました。

暫定法施行規則 附則4

・・・同条中「災害発生後60日」とあるのは、災害による被害状況
の把握が著しく困難であると長野県知事が認める市町村において実施
する災害復旧事業に係るものについては、その把握が可能となったと
して長野県知事が定める日から60日以内とする。

暫定法施行規則 附則5

・・・同条中「翌年1月31日」とあるのは、災害による被害状況の把
握が著しく困難であると長野県知事が認める市町村において実施する災
害復旧事業に係るものについては、平成28年1月31日とする。

暫定法施行規則

（災害復旧事業計画概要書等の提出期限）
第1条 ・・・災害復旧事業計画概要書又は災害復旧事業補助計画概要書
は、災害発生後60日以内に、・・・補助率増高申請書は災害発生の年
の翌年1月31日までに、農林水産大臣に提出しなければならない。

H27年1月20日改正

箇所数 面積(ha） 被害額(千円） 箇所数 被害額(千円）

長野市 2 0.30 8,000 － －

大町市 5 0.26 2,000 2 1,000

飯綱町 3 0.60 11,000 3 6,000

信濃町 － － － 10 4,000

小布施町 － － － 13 3,000

小川村 9 1.40 18,000 12 86,000

白馬村 214 27.31 817,000 89 591,000

小谷村 42 2.79 126,000 28 1,236,000

合　計 275 32.66 982,000 157 1,927,000

農　　　　　地 農業用施設
市町村
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（３）復旧の状況

白馬村飯森地区：農地の復旧状況

【被災状況】 【復旧工事完了(H27年９月)】

白馬村野平地区：農地の復旧状況

【被災状況】 【復旧工事完了(H27年10月)】

雪融け後、順次、災害査定を再開し復旧工事を進めており、一部の農地では災害復

旧工事を平成27年の降雪前に完了しています。

また、農業用施設については、現在、今春の用水供給を確保すべく、現在、災害復

旧工事を実施中です。

更に、被害の大きかった山腹水路につきましては、応急仮工事にて仮設の水路を設

置し、用水供給に対応しています。
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小川村 大洞大池地区：ため池の復旧工事状況

【被災状況】 【復旧工事中(H28年３月完成予定)】

小谷村土谷堰(山腹水路)応急仮工事状況

※関東農政局防災課調べ

平成28年　２月現在　災害復旧事業対応状況

被害状況 復旧工事済み
箇所数 面積(ha） 箇所数 面積(ha） 箇所数 箇所数

長野市 2 0.30 2 0.30 －
大町市 5 0.26 5 0.26 2 2
飯綱町 3 0.60 3 0.60 3 3
信濃町 － － 10 10
小布施町 － － 13 13
小川村 9 1.40 9 1.40 12 11
白馬村 214 27.31 86 9.28 89 70
小谷村 42 2.79 31 2.01 28 20

合　計 275 32.66 136 13.85 157 129

市町村
農業用施設農　　　　　地

被害状況 復旧工事済み


